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東 郡 大 學 経 済 學 會
経済論叢(京 都大学)第 工46巻第5・6号,1990年11・12月 (381)1
FASB1976年討議資料 の収益 費用
ア プ ローチ に関す る検討
藤 井 秀 樹
豆 は じ め に
別稿*にお いて,筆 者 は,FASB1976年討議資料(FASB,('onceptualFrame・
拶。・りb・Finan・ialA…unting・ndR・ρ 痂9'El・ 鵠・鴻ofFinancial
StatementsandTheirMeasurement,DiscussionMemorandum,December
2,1976,以下た んに 「FASB討議資料」 とい う。以下,同 討議資料 か らの引
用 につ いてぽパ ラグラフ番号 ない しペ ージ数字 のみ を記す)を 主 た る素材 とし
なが ら,ア メ リカにおけ る通 説的発生 主義会計 としての収益費用 ア プローチの
検 討をお こない,当 該ア プ ローチ の特質 と問題点 を明 らかに した。
しか し,そ こでは課題 の制約か ら,論 ず べ き多 くの問題点について.立 ち入
った検 討 を留保 せ ざるをえなか った。 そ うした問題 点の うち,本 稿では.収 益
費用ア プ ローチ にお ける会計的認識 の プPセ ス(以 下たん に 「認 識 プ ロセス」
とい う易.合もある)に 着 目し,そ こにおけ る 「発生 原則」1)の位 置づ けにつ い
て検討 を くわえてみ たい と思 う。 とい うの偶 上記 別稿 でふれた よ うに,.収益
率)拙 稿 「発 生主義会 計 とそ.の基礎概念 の再検討」『会計』第 ⊥39巻第5号,1991年5月.19ペー ジ
以下。
1)わ が国 の会計学文 献では,「 発 生主 義」 とい う用語が使用 されてい る場合 も少 な くない(中 村
忠r新 版 現代会 計学 』全訂 版,白 桃書房,1975年,67ページ;黒 澤清 『財務諸表論』 中央 経済社,
1976年,187ページ1新 井清光 『新版財務会計論』中果経済社,1982年,176ページ;飯 野利夫
r財務会 計論』改訂 版,同 文舘,1983年,11-12ページな ど)。しか し,一 連 の会計学文献 を通覧
するか ぎ り,「発生原則 」 と 「発 生主義」の間に実質的 な相違 は認 められ ない。 そこで,本 稿で
は.「 発 生主義 会計において中心的役割 を果 して いる計算原則 として,発 生 原則 ・実現原 則 ・対
応原則の三 つ を 〔並列 して〕挙げ るこ とが一般的」(武 田隆二 「損益会 計における基礎的 諸概念
の検討」r会 計』第133巻第2号,1989年2月,2ペー ジ)な わが国 の学界状況 を期棄 し.「発生
原則」 という用語 を用い ることに した。
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費用 アプ ローチは,一 見 した ところ 「発生原則 を含 まない 発 生主 義会計」2)と
して顕現 してい るか らであ る。当該 アプ ローチにおける 「発生原 則」 の位置 づ
け(そ の存在 の有 無 を含めて)を 明らか にす る ことは,ア メ リカの通説的発生
主義会計 に関 す る理解 を深 める うえで重要 な意義 を もつ もの と考 えられ る。
周 知の ように,わ が国では一般 に,「 発生原 則」 は,「 近代会 計制 度の本質
的 な特徴 をなす もの」8)であ ると 同時に,「 主 として費用 の認識 測定 に関す る
会計 基準 」9と して 位置 づ け られ ている。本稿 での検討 は,わ が国におけ るこ
うした 「発生 原則」 の通説的位置 づけを再吟 味す ることに もつ なが るであろ う。
II収 益費用 アプ ローチにおける認識 プ ロセス と 「対応」
・ 資 産 負 債 ア プ ロ ー チ(assetandliabilityview)と対 比 し た 場 合 の 収 益 費 用
ア プ ロ ー チ(revenueandexpenseview)匹)の基 本 的 特 質 の 一 つ と して,FASB
2)井 原理代 「対応の概念構造」 『会計』 第133巻第2号,1988年2月,50ペー ジ。
3)黒 澤清 『解説企業会計原則』中 央経済 社,1982年,123ベージ。
4)同 上書,122ペー ジ。
5)assetandliabilityview"および"revenue巳ロdexpenseview"の訳語問題 につい て,
私見 を述 べてお きたい。筆者 の知 るか ぎり,先 行研究にお ける当該用語 の訳語例 は,以 下 の三 つ
に大別 ざれ る。
① 「資産 ・負債観(資 産 負債 観)」お よび 「収益 ・費用観(収 益費用観)」(佐藤倫 正 「米 国資
金会 計論の展開(1)」『会計』第135巻第6号,1989年6月.73ペー ジ以下;久 保 円秀樹 「会計利益
概念 としての資産 ・負債観 と企業会計におけ るス トック中心思考」r産 業経理』第50巻第2号,
1990年,124ページ以下;永 野則雄 「会計的認 識における アーテキ 昌 レーシ 目ンの問題(1>」Pa営
志林 』第27巻第1号,1990年4月,13ユペ ージ以下 など)。
② 「資産 ・負債 中心(主 義)的 利益観」お よび 「収益 ・費用 中心(主 義)的 利 益観 」(淳 守常
弘 「米国における利益概念 の変化 とその問題性」 『立命館 経営 学』第28巻第6号,1990年3月,
23ペー ジ以下;徳 賀芳弘 「会計上 の認識 に関 する一考察」『会計』第139巻第 ユ号1990年7月,
29ペー ジ以下1高 須教夫 「概念7レ ーム ワー クの本質的機 能に関する一考察」『会計』第139巻第
3号,1991年3月,64ページ以下 など)。
③ 「資産 ・負債 アブ ・一チ」 および 「収益 ・費用 アブ μ一チ」(原 陽一訳 「概 念的枠組研究計
画の範囲 とその意義」森川八洲 男監訳 『現代 ア メリカ会 計の基 礎概 念一FASB財務会計概念報告
書一 』 白桃書房,1988年,1-e一.ジ以下1今 田正 「ア メ リカにおけ る会計認識 の展開方 向」 『会
計』第138巻第4号,1990年10月.30ページ以下 な ど)。
以上 のうち,① は原語 に最 も忠実 な訳 語 といえるが,当 該訳語は 「資産 ・負債」お よび 「収益
・費 用」そ のものにた いす る解釈(た とえば 「資産 観」や 「負債観」 とい った用語が意味す るそ
れ)と の混 同をまね くおそれがあ るので,採 用 しに くい。
これ にた いし,② は原語 の趣 旨にそ くした訳語で あ り,①に みるよ うな意味 の混 同をまね くお
それ はない。 しか し,FASB討 議資料 において,`'view"は,たんに 「利益観 」(viewsof/
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討 議資料は,「 対応」 の意義 を繰 り返 し強 調 してい る。事実,「 対応」 は,収
益費用 アブP一 チの認識 プ ロセス を特 徴づけ る重要 な要素 となッてい る。 そ こ
で,本 節 では,問 題 点の再整 理 をかね,FASB討 議資料 におけ る 「対応 」概念
とその理論的合意 を概観 す ることか らは じめたい。
(1)「 対応」のプ ロセス
「利益は,概 念的 には,費 用 の収益 への対応(maしchingcostswithreve-
nues)と,収益 の費用 への対応(matchingrevenueswithcosts)の,いずれ
に よ って も測定 可能 であ るが,前 者が伝統 的 な方法 であ り,し たが って,収 益
認 識 の時点調整 が利 益 〔認識 〕の時点調整 を支配す る」(par.40)と,FASB
討議資料 は述 べてい る。 さらに続 けて,同 討議資料 は,「 〔かか る〕 対応 のプ
ロセスが 〔・・…・〕現 行会 計実務の基礎 になっている」(par.40)とも指摘 して
い る。
以上 の叙 述 に示 され るよ うに,あ らか じめ実 現ル ール(realizationrules)
に もとづいて収 益の認識 がお こなわれ,し かるのちに,対 応/レール(matchil■g
rules)にもとづいて費用 の,し たが ってまた利益 の,認 識 がお こなわれ るとい
うプロ.ヒスが,FASB討 議資料 においては,会 計的認識 の 「伝統 的」 な プロセ
ス として提 示 され ると同時 に,「 現行会計実務 の基礎」 として も明示 的に位置
づけ られてい るのである。
FASB討議資料 においては,「 対応.」の プロセス を意 味す る用語 と して,「費
＼earnings)(p.35)にと どま らず,「 利 益 測 定 観 」(viewsofearningsmeasure皿em)(par.33)
や,「 財 務 会 計 ・財 務 諸 表 観 」(viewsoffinancialaccountingand丘nancialstnte皿ents)』
(p.37)にも連 な る,か な り包 括 的 な用 語 として 用 い られ て い るひ した が って,② は,と りわ け
"
view"め訳 語 と して,や や 限 定 約 す ぎる とい う難 点 を 有 して い る 。
③ は,以 上 の 問 題 点 を と りあ えず ク リア ー した 訳 語 で あ り,そ の か ぎ りに お い て,最 も難 点 の
少 な い 訳 語 とい え るで あ ろ う。 した が って,こ こで は,③ の 訳 語 を 選 択 す る こ とに した 。
``assetandliabi且ityview"およ び"revenue日ndexpenseview"を意 味 す る 用 語 と して ,
"asset/liabilityapproach"溶よ び"revenue/expenseapproach"とい う用 語 を使 用 し た欧 語
文 献(た とえ ば,R.N,Anthony,TellItLikeItWas:AConceptualFrameryorkfmFi一
ησπ`如どAσoσ瑠 伽8,RichardD.Ilwin,1983,PP.67-68)も存在 す る の で.こ の よ うな訳 語 選
択 は,あ な が ち不 当 な もの とは い えな い で あ ろ う。
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用 の 収 益 へ の 対 応 」(matchingcostswithrevenues)と「費 用 と 収 益 の 対 応 」
(matchingcostsandrevenues)とい う二 と お りの 用 語 が 使 用 さ れ て い る が
(た と え ば,par.18,footnote,pars.39-40and59-51),以上 に み る 「対 応 」 の
プ ロ セ ス を よ り直 裁 的 に 表 現 し て い る の は,明 らか に 前 者 の 用 語(す な わ ち
「費 用 の 収 益 へ の 対 応 」)で あ る 。 し た が.つて,そ の か ぎ り に お い て.前 者 の
用 語 が,よ り適 切 な 用 語 で あ る と い え.ようe)。
(2)「対 応」概 念の帰結 としての 「発生原則 を含 まない発 生主義会 計」
さて,こ こで看過 され てな らないのは,以 上 にみ るよ うな 「対応」概念 の背
後 には,費 用 を基本 的に 「収 益の付属物」(adjunctofrevenue)7)と解す るア
メ リカの伝統的会 計思考 が伏在 してい るとい うことであ る。 当該会計 思考 の も
とでは,費 用は 「あ る特 定期 間の 収益 を生 みだす のに要 した コス ト」8)として
定義 され,ま た,か か る定義 をみたす場合 には じめて,そ れは 「収 益への賦 課項
目」9)として認 識 され る ことになるのであ る。 会計 上の認識 問題 に引 き寄せて
6)わ が国 におい て も,「対応 原則」 を表現する用語 として.「 収益費用対応 の原則(収 益 ・費用
対応 の原則)」(沼田嘉穂 『会 計教 科書』再 訂版,同 文舘,1985年21ペー ジ;武 田隆二 『会計 学
一般 教程』.中央 経済社,1987年、105ペー ジ 乙森川八洲 男 佐藤紘光,千 葉準一r会 計学 』有斐
閣,1989年,161ペー ジなど)と,「費用収益対応の原則(費 用 ・収 益対応 の原則)」(中村,前 掲
書,69ペー ジ;黒 澤,前 掲 書,1976年,215ページ;番 場嘉一 郎 『詳 説企業会計原則』森 山書店,
1976年,92ページ;新 井清光 『現代会計学』第二版,中 央経済社1990年,97ペー ジな ど)と い
う,二 とお りの用語が使用 されてい る。
かか る用語の相違がいか なる理 由に よって生 じたのかは,必 ず しも明 らかで ほない.し か し
「発生原則 によ り認識 され た発生費 用の うち,実 現原則 に よ り認識 された期間「対応原則」 を,
収益 に対応す る部分 を 〔期 間費用 として〕認識する 〔・…・ための〕原則」(興 津裕康 『入門財務
会計』森 山書店,1990年,86ページ)と 解 するわが国の通説的会計理論 を,よ り直截的 に体 現し
てい るのは,後 者の 「費用収益対応 の原則(費 用 ・収 益対応 の原則)」である といえ よう。 すな
わ ち,わ が国 の通説的会計理 論においては,収 益稼得 に先立 っ価値 費消(原 因)事 実 の発 生 とい
う側面 に,利 益測定の焦点が当て られ てい るので ある。 ここでは,さ しあた り,「収 益」 と 「費




「9)W.A.P・t・nandA.C.Littleton,Aulntroductionto(切・剛 一 … 廉 ・93診・・ゴ・・4・
AAA,エ940,p.66,中島省 吾訳 『会社会 計基 準序 説』森山書店,1958年.1工3ページ。
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これ を敷衍すれば,当 該 会計思考 は,「対応概念 の適用 以前 に,費用が別の概 念
に よって独 自に予 め認識 され,〔 しか るのちに〕実現概念 の採 用の もとで,そ
コ コ
の 予 め認識 され疫費用 と実現 収益 との対応 が問題 となるので はない ことを示唆
してい る」10)(傍点引用者)の である。
そ して,こ の会計思考 をさ らに押 し進 め るな らば,「 費用 が収 益か ら控 除 さ
れ うるのは対応 とい う特性 を満た して い るか らであ り,そ のため に対 応原則が
必 要で あって,発 生原則 は必要 ではない とす る考 え方」11)に,辿り着 くであろ
う。か か る 「考 え方」 は 「発生原 則 を含ま ない発生 主義 会計」 を結果す る。
事実,FASB討 議資料 においては,費 用認識 原則 としての 「発生原 則」 への
言 及はま った く見あた らず,費 用 は もっぱ ら 「対応」 をつ うじて認識 され る も
の とされてい る。す なわ ち,こ の意味 において,収 益費用 アプ ローチは,ま さ
に 「発生原則 を含 まない発生主義会 計」 として顕現 してい るの であ る。 しか し,
それ は,同 討議資料 にみ る 「対応」概 念か らすれば,む しろ当然 の帰結 とい う
べ きであろ う。
III収益費 用アプ ローチ における"accrual',
とすれぼ,「 発生原則」 の語源 を なす"accrual"が,FASB討議資料 にお
いて どの ように説 明され,ま た,ど の よ うな用い られ方 を して いるのか が,次
に問われ るべ き問題 となろ う。本節 では,こ の問題 につい て検討 してゆ くこと
に したい。
(1)「 見 越 」 と し て の"accrual"
FASB討 議 資 料 に よ れ ば,「accrualと は,非 現 金 的 な 事 象 お よ び 状 態 を そ
の 発 生 に も と づ い て 認 識 す る プ ロ セ ス(thepr。cessofrecognisingnoncash
eventsandconditionsastheyoccur),とりわ け,将 来,一 般 に 現 金 に よ る 受
10)井 原,前 掲 論 文,41ペ ー ジ。
11)興 津 罰 前 掲 書,87ペ ー ジp
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取 ま た は 支 払 が 見 込 ま れ て い る 金 額 に つ い て,こ れ を 収 益 ・未 収 入 ま た は 費 用
・未 支 出 と し て 認 識 す る プ ロ セ ス を い う」(par.18,footnote,イタ リ ッ ク ぽ 原
文 の ま ま)と さ れ て い る 。 す な わ ち,"accrual"と は,「 関 連 す る現 金 の 受 取
ま た は 支 払 が お こ な わ れ る 以 前 に,収 益 ま た は 費 用 を 認 識 す る こ と」(par.18,
footnote)とさ れ,し た が っ て,そ れ は 「繰 延 の 逆 処 理 を な す も の 」(par.18,
footnote,太字 は 原 文 イ タ リ ッ ク)12)とし て 説 明 さ れ て い る の で あ る 。
以 上 の こ と か ら,"accrual"は 本 来,「 発 生 」 で は な く,「 見 越 」 と 訳 出 さ
れ る べ き 用 語 で あ る こ とが 理 解 さ れ る で あ ろ う(狭 義 の``accrual")la)。
後 続 のFASB財 務 会 計 概 念 ス テ ー トメ ン ト の う ち,.第6号(FASB,Ele・
ments()fFinancialStatements,StatementofFinancialAccountingCon-
cepts,No.6,December1985.FASB財 務 会 計 概 念 ス テ ー トメ ン ト を 以 下
"SFAC"と 略 す)に
,"accrual"への 言 及 が み ら れ る 。 そ こ で は,"accrual"
と は,「 将 来,一 般 に 現 金 に よ る受 取 ま た は 支 払 が 見 込 ま れ て い る 金 額 に つ い
て,こ れ を 資 産 ま た ほ 負 債,な ら び に そ れ と関 連 す る 負 債,資 産,収 益,費 用.
利 得 ま た は 損 失 と し て 認 識 す る 会 計 プ ・ セ ス で あ る」(SFAC,No,6,par.141)
と さ れ て い る 。 こ の 指 摘 は,以 上 に み るFASB討 議 資 料 の 説 明 を,財 務 諸 表
要 素 の 定 義 問 題 と の 関 連 に お い て 再 構 成 し,簡 略 化 し た も の と い え る で あ ろ う。
(2)「 見 越 ・繰 延 」 と して の.``accrual"
と こ ろ が,FASB討 議 資 料 は,上 掲 の 説 明 に 続 け て,「 現 行 実 務 に お け るac-
crualaccountingには,た ん に 見 越(accruals)のみ な ら ず 繰 延(deferrals)
12)"accrualcontrasしswithprepaymenta皿ddeferral"とい うの が,当 該 引 用箇 所 の 原 文 で あ
る(イ タ リ ッ クは 原 文 の ま ま,以 下 同 じ)。 しか し,FASB討 議 資 料(par.18,footnote)にお
い て,①"prepay皿ent"は"prepaymentreceived"(前受)と"prepaymentpaid"(前払)
の 両 方 を意 味 す る用 語 と して 使 用 され て い る こ と,②"deferral"(繰 延)は`'prepayment
received"と"prepaymentpaid"の両 方 を 含 む と され て い る こ とを 勘 案 して,こ こで は本 文
で 示 した よ うな 意 訳 的 引 用 をお こな った 。
13)事 実,"accrual"を,「 発 生 」 で は な く,「 見越 」 と訳 出 し て い る 邦 訳 文 献 も少 な くない 。
た とえ ば,中 島,前 掲 訳 書,26ペ ー ジi森 川,前 掲 監 訳 書,34ペ ージ;平 松 一夫,広 瀬義 州 訳
rFASB財 務 会 計 の 諸概 念 』 中 央 経 済 社,ユ988年,351ペー ジ な ど を参 照 され た い。
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も含 ま れ て お り,ま た,繰 延 に は,配 分(allocations)およ び 償 却(amortiza-
tions)も含 ま れ て い る 」(par.18,footnoLe)と指 摘 し て い る 。 こ の 指 摘 か ら、
さ ら に 以 下 の 二 点 が 明 ら か に な る 。
第 一 は,「 配 分 」 お よ び 「償 却 」 が,「 繰 延 」 の 一 形 態 と み な さ れ て い る と
い う こ と で あ る 、FASB討 議 資 料 に よ れ ば,「 繰 延 」 と は.「 関 連 す る 現 金 の
受 取 ま た は 支 払 が お こ な わ れ た 後 で(す な わ ち.後 続 の 各 会 計 期 間 に お い て
一 引 用 者 注),収 益 ま た は 費 用 を 認 識 す る こ と」(par.18,footnote)をい う。
つ ま り,「 配 分 」 お よ び 「償 却 」 は か か る意 味 で の 「繰 延 」 に 含 ま れ る とい う
こ と を,上 掲 の 指 摘 は 教 示 し て い る の で あ る14)。
第 二 は,"accrual"が,そ の 原 義 で あ る 「見 越 」 の み な らず,さ ら に.以 上
に み る よ う な 広 い 意 味 で の 「繰 延 」 を も包 摂 して い る とい う こ と で あ る 。 し た
が っ て,こ の 場 合,"accrual"に は,時 点 調 整 手 続 の 総 称 と し て の 意 味 あ い
が,あ らた に つ け 加 わ る こ と に な る(広 義 の``accrual")。処 理 手 続 上 の 実 態
に そ く し て い え ば,現 行 実 務 に み る"accrualaccounting"は,P.A.Pacter
が 的 確 に 表 現 して い る よ う に,「 繰 延 見 越 会 計 」(deferralandaccrualac・
counting)15)とし て 機 能 し て い る の で あ る。
14)FASB討議資料 は,「配分」お よび 「償却 」について、 以下 の ように述べてい る。
「配分 とは,あ る方法 ない し公式 に もとづ いて,一 定金額 を割当て,あ るいは配賦す るプ ロセ
ス をい う。 それは償却 よりも広い概念 であ り,償 却は これに含 まれ る。す なわ ち,償 却 は配分 の
一 プロセ スをなす。 よ く知 られた配 分の事例 として,製 造間接費の製造部 門また は原価 中心 点へ
の,さ らには製品単位 への配分,『 一括 購入 』原価 の個別 資産 への相対的市場価値 を基礎 とした
配分,保 険料 また は建 物原価 の複数 会計期間への割当,を あげ ることがで きる」(par.18.foot-
note,太字 は原文イ タ リック,以 下 同じ)
「償却 とは,規 則的 な支払.または減価 をつ うじて,一 定金額 を組織的 に控除す るプ ロセス をい
い,と りわけ,財 務会 計においては,現 金の受取額 また は支払額 と して 〔すでに〕記録 された金
額 を,収 益ない し費用の認識 にも とづい て組織 的に控除す るプロセ スを意味 してい る。す なわち,
それ は,前 受 ・前払の会計処理の ための プロセスであ り,し たが って,見 越の逆 処理 をなす もの
である。 よ く知 られた償却の事 例 として,減 価償却,減 耗償却,保 険料 〔の費用化〕,賃貸料
(前受 ない し前払)〔 の収益 ・費 用化〕,前払代金 〔の費用化〕,のれん償却,を あげ ることがで
きる 」(par.18,footnote)
「配分」お よび 「償却」に関す る以上 の劔述 は基 本的 にSFAC,No.6,.pars.141一ユ42でも踏




ち な み に,SFAC,No.6に お い て も,「accrualaccounting〔・・一 〕 に は,
た ん に 見 越 の み な らず 繰 延 も 含 ま れ て お り,ま た.繰 延 に は.配 分 お よ び 償 却
も含 ま れ て い る」(SFAC,No.6,par.141)との 指 摘 を 見 い だ す こ とが で き る。
こ の こ と は,"accrual"を 時 点 調 整 手 続 の 総 称 と み な す 解 釈 が,FASB概 念
フ レ ー ム ワ ー ク に お い て も不 変 で あ る こ と を 示 し て い る。
(3)小 括
以 上の検討 か ら,"accrual"には狭義(見 越)と 広義(見 越 ・繰延)の 二 つ
の意 味が並存 してお り,し か も,文 脈 によ って当該用 語が かな り幅のあ る用 い
られ 方を してい るとい うことが理解 され るであろ う。 しか し,わ が国の会計学
文 献 にみ るよ うな 「費用認識の原則」16〕,あるいは 「費用認識 の一般 的基準」17).
とい った意味 で11accrual"が使用 され てい る事例 は,少 な くともFASB討 議
資料 にお いて は,ま った く見 あた らないのであ る。 さらにまた,当 該用語 が,
同討議資料 におい ては,「 原則」や 「基 準」 では な く,「 認識 プ ロセス」 ある
いは 「処理手続」 を意 味す る用語 として,も っぱ ら使 用 され ている とい う点に
も留意 してお く必要が あ ろう。
す なわ ち,以 上 を要 す るに,"accrual"なる用語 は,損 益 の認識原 則 とい う
よ りもむ しろ,「 見越 」 ない し 「見越 ・繰延」 とい う時点調整 手続に よって具
現 され る認識 プロセ ス,あ るいは 当該手続 それ 自体 を,包 括的に表現 した用語
であ ると解 され るの である。
利 益測定 プ ロセスを 「『実現』 と 『対応』の プ ロセス」(par.18,footnote)と
規定 す る収益費用 アブ β一チの構 造にて らして"accrual"の機能 を整理す る
と,図1の よ うに図示 で きるであろ う。
16)興 津,前 掲 書,88ペ ー ジ0
17)中 村,前 掲 書,67ペ ージ お よび69一ジ 。
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図1利 益 測 定 プ ロ セ ス に お け る"accrualの 機 能

































前節 までの検討 によって,「 費用 の認識 測定 に関 す る会 計 基 準」 と しての
「発生原則」 は収益費用 アブ 戸一チに含まれてい ない ことを,(再)確 認す る
こ とがで きたゆ。 しか し,そ の ことか ら,さ らに踏み込 んで,収 益費用 アブ π
一チは本質 的に 「発生 原則 を含ま ない発生主義会計」 である と言 い切 ることが,
果 た して可能 なので あろ うか。本節 では,こ の問題 を明 らかにす るべ く,当 該
ア プローチの認識 プ7セ スにつ いて.さ らにつ.っ込んだ検討 を くわ えてゆ きた
い と思 う。
ユ8)ちなみに,こ うした意味 での 「発生原則 を含 まない発生主義会計」は,ア メ リカに固有の もの
ではない。た とえば,「ドイ ツの正規の簿記の諸原則 の体系 の中で 〔も・…・〕,発生概念が用 い ら
れてお らず,実 現概念 と対応概 念 とで期 間収益 と期 間費用 の把握 が行 われ てい」(中 田清 「発生
概念 ・実現概念 お よび対応 概念の再検討」『会 計』第133巻第2号,.1988年2月,21ページ)る 。
この ことほ,「 費用 認識 の原則 として発生原則粒重視す る」(興 津,前 掲書.88ペー ジ)わ が
国 の通説的会計理論が,国 際比較 の観点か らみ ると,む しろ特殊 な会計理論 として存在 している
ことを示唆 してい る。 この問題はさ らに立ち入 った検討 を要す る重要 な問題で あるが,課 題 の制
約上,こ こでは以上 を指摘 するに とどめてお きたい。
10(390)第146巻 ■第5・6号
(1)発 生主義会計の特質
FASB討 議資料は,発 生主義会計 におけ る 認識上 の特質(以 下 たん に 「特
質」 とい う)を,現 金 収 支 会 計(い わゆ るキ ャ ッシュ ・フ ロー会計,以 下 同
じ)に おけ るそれ との対 比において,以 下の よ うに論 じている。
すなわち,「 こんに ちの企 業活動は きわ めて複雑 であ り,そ れ は,さ ま ざま
な時点 で取 得 された多 くの インプ ッ トの結合的結果 としてア ウ ト トヅプを生 産
す る長期 の プロセス を必要 としてい る」(par,8)ので,「 現金収支 のみを表示
した報 告書では,投 下現金 と回収現金一 す なわち犠牲 と便 益一 を合理的 に
関連づけ ることが できない 〔……〕。」(par.8)これ にたい して,「 発生主義会
計は,現 金収支その ものよ りも,現 金収支 に影響 をお よぼす取 引お よび事象 を
重視 し,基 本的 には現金 よ りも非現 金的 な資 産 ・負債 に基礎 をお く」(par.8)
会 計 なので,そ こでは投下現金 と回収現 金の合理 的 な関連づけが可能 となる。
したが って,「 発生主義会計 によ って測定 され る期 間利 益は一般 に,同 一期間
におけ る企業現金 の変動報告書 〔で表示 され る金額〕 よ りも,企 業 の現金稼得
能力の適切 な指標 とみなされ てい る」(par.8)のである。
FASB討議資料 の先行文 献であ り,「〔同〕討議資料 の導入部」(par.3)とし
ての意義 を もつ 『営利企 業の財務諸表 の 目的 に関す る中間報告』(FASB,Ten一
`砿iveC・nclusiansanObjectivesofFinancialStatementsofBusinessEnter-
prises,December2,1976.同中間報告 を以下``FASB,1976"と略記す る)で
は,以 上 にみ る発生主義会 計の特質が.さ らにい っそ う簡潔 に述 べ られ てい る。
す なわち,「 発生主義 会計は,取 引その他 の事象 の営利企業 にたいす る財 務
的影響 を,当 該取 引ない し事象が現金収支 を もた らした期 間に限定 せず,む し
ろ,当 該取 引ない し事象が発生 した期間(theperiodinwhichthetransactions
oreventsoccur)におい て,認 識 しよ うとす る ものである。」(FASB,1976,
par.159)いいか えると,「 発生主義会計 と現金収支会計 の主 た る相 違は時点
調整(timing)にある」(FASB,1976,par.168)のであ る【9)。
19)以上とほぼ同様の指摘は,SFAC,No,1,pars.44and46;SFAC,No.6,pars.139and⊥44/
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(2)会計的認識の規範としての 「発生原則」
つま り,FASB討 議資料 お よびその関連文献 においては,取 引その他の事象
の財務的影響 を 「当該取引ない し事象が発生 した期間」に認識すること.す な
わち会計的認識の時点調整思考が,発 生主義会計の特質 として強調されている
のである。そして,も しか りに,か かる特質を 「発生原則」 と呼ぶことが許さ
れるとすれぼ(た だしFASB討 議資料およびその関連文献においてそのよう
な呼称が用い られ てい るわけ ではない),「発生原 則」 こそは,発 生 主義会計 に
おけ る認 識 プロセス を支配す る基本原則 とい うことがで きるであ ろう20)。
しか し,そ のさい留意 され るべ きは,か か る意 味での 「発生 原則」 それ 自体
は 、 会 計 的 認 識 の た ん な る 規 範 で しか あ り え な い と い う こ と で あ る 。 とい うの
は,そ こ で い う 「発 生 」(occurrence)の概 念 が,操 作 性(。perationality)を欠
いた曖昧 な概 念 で しか ないか らである21)。したが って,「 発生原則」に も とづ
＼ に も見いだすこ とがで ぎる。
とい うこ とは,す なわち,認 識上のかか る特質が,「r収益 ・費用中 心主 義』か らr資 産 ・負債
中心 主義 』への転換」(津守 常弘 「ア.d力 会 計原則設定史の歴 史的教訓」rJICPAジャーナル』
第3巻 第1号,1991年1月,43ペー ジ)を 一 つの重要な特徴 とす るFASB概 念 フレームワーク
において も,依然 として発生 主義 会計の基本的特質 として位 置.づけ られている とい うことを意味
している。 この ことは,通 説的発 生主義会計 との対比 におい て,資 産 負債 ア プローチの概念構造
を検討す る うえで,重 要な論 点 となるで あろ う。
20)わが国 の企業会 計原 則第二の一Aに い う 「発生主義 の原則」 は,か かる意味での 「発 生原則」
を規 定 した もの と考 えられる。 したが って,そ のか ぎ りにお いて,本 文 で示 した ような認識上の
特質 を 「発 生原則 」 と呼ぶ ことは,わ が国 にお ける通説的会計理論 に したが った解 釈 とい うこと
がで きるで あろ う。
問題は,「 発生 主義 の原則 」が,あ ま りに もしば しば,会 計 的認識 のル ール と混同 されて きた
とい う点 にある。一 部の論者に よって 「発生主義 の原則」の多義性が指摘 されて きたが,そ れは
かかる混 同 を解 消す るもの とは な って い な い(た とえば,会 田義雄 『財 務諸表 入門』同文舘,
1986年,67-69ページ;黒 澤,前 掲 書,1976年,196-201ページな ど)。
21)「発生 原則」の曖昧 性は,わ が国 において も問題 にされて きた。 た とえば,新 井教授は,「 発
生主 義」の短所 として,「 ① 『発 生』 またはr発 生事実』そ の ものの概念 が抽象的で あるとい う
点,② したが って発 生事実の認識 と損益額 の測 定において主 観や判 断の介入する余地が多分 に存
在 する とい う点.い いか えれば測定 され る収益 および費 用の額 の正 当性 を客観的,具 体的に立証
する ことが困難であ るとい う点,③ と くに収益 の計上基 準 として この発生主義 を適用す ると,恣
意 的または主観的な見積 りに もとづいて未実現 の収益 が計上 される とい う点.1(新井,前 掲書,
1982年,177ページ)を あげ てお られる。
しか し,教 授は,以 上の指摘に続 けて,「 費 用については,〔 ・・…〕その発生の事実 をほ とん
ど確 定的な基礎 にもとづいて把握 するので(た とえば未払費用 とか引当費用の計上に みるよ う/
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いた会計的認識 を実践 に導 くた めには,当 該 認識 の プロセ スを操作可能 な もの
にす るた め.のルールが必要 とな る。 収益費用 アプローチ の認識 プ ロセスに関す
るFASB討 議 資料の一連 の叙述 は,「実現」 お よび 「対応 」が まさにそ うした
ルールであ ることを示 唆 してい るの である22)。
す なわ ち,通 説 的発 生主 義会 計 においては,「 非現金的 な資源 および権利 を
貨幣(money)〔または貨 幣同等 物〕 に変換す るプ ロセス」(par.ユ8,footnote)「
であ る 「実現」 をつ うじて,利 益測定上 の 「独立変数」23>であ る収益がまず認
識 され,し か るのちに,当 該収益 との 「対応」をつ うじて,そ の 「従属変数」24)
である費用が認識 され るのであ る.そ れは,FASB討 議資料がい うところの,
取引 その他 の事象 の財務的影響 を 「当該取 引ない し事象が発生 した期間」 に認
識す るプ ロセスであ る。 しか し,そ の具体的 な認識操作 を導 いているのは,当
該取 引ない し事 象の 「発生」 それ 自体 では な く,会 計的認識 のルール としての
「実現」 お よび 「対応」 なのであ る。す なわ ち,こ こに,会 計的認識 の規範 と
しての 「発生 原則」 と,会 計的認識 のル ール としての 「実現」および 「対応」の.
に),上 述 した収 益の計上 にみ るよ うな難点 はほ とん ど生 じない。 したが って,今 日の制度会計
においては,費 用の計上 は,原 則 として発生主義 に もとづいて行なわれている」(同上 書177ペ
ージ)と 述 べてお られ る。
この後段 の叙 述はわが国 における通説的理論解釈 を要約 した もの とい えよ う。 そこに は論 ずべ
き多 くの問題点が含 まれてい るが,と りあえずここでは以下の二点 を指摘 して お きたい。一 つは.
「確定的な基礎」 とい った操作的概念 をあ「発生主義 にもとづい て」費用 を把握す るためにば,
らたに導入す る必要が ある とい うことである。 二つ は,「 確定的 な基礎」 なる概念 もまた きわめ
て曖昧 な概念 であ り,し たが って,当 該 概念の導入 それ 自体が,あ とでみる ような 「発 生原則」
の拡散化 の契機 になる とい うととで ある。
22)たとえば,「 収 益実現 ルール」(revenuerealizationrules),「費用対応 ルール」(expense
matchiロgrules)なる用語 を,FASB討議資料 に見いだす ことがで きる(per.46)。
「実現」お よび 「対応」 は,当 該ル ールによって具 現 される認識 プロ同討 議資料 でぽ,なお,
セスを意味 す る用語 としても使用 され ている(た とえばPer.工8,footnote,pars.39-40など〉。
23)24)F.A.H,a皿・.ACriticalExaminationoftheMatchingC・nceptinAccountancy,
Unive【sityofIllinois,1968,p.91.
同上 書においてF.A.Beamsは,以下 のよ うに 「対応」 を定 義づけてい る。それは,ア メ リ
カの通 説的発 生主義会計 にお ける 「実現」 および 「対応」 の認識 操作 を的確に描 出した一例 とし
て}鑑 解 論
、。,,収。と。用。蹴 関連性禰 、,臆 ・糊 ・… 〔・・
ての 「実現」〕 に よワてあ らか じめ決定 され る独 立変数 〔た る収益〕 にて らして.期 間利益決定
上の従属変数 〔た る費用〕 の測定 を支援 する利 益認識概念」(乃濯,,p.91)である。
FASB1976年討議資料の収益費用アプローチに関する検討(393)ユ3
認識 プ ロセスにたいす る作用 レベルの相違 を見いだす ことが で きるのであ る。
他方,「 実現 」お よび 「対 応」 をつ うじて認識 され る各会計期 間の収益 お よ
び費用 は,会 計的認識あ時点調整手続 であ る 「見越 ・繰 延」(accrual)をつ う
じて具体的 な金額確定 にいた る。以上 を要 す るに,通 説 的発 生主 義会計 として
の収益費用 アプ ローヂの認識 プ ロセスは,図2に み るよ うな重層的構造 として
理解 され るので ある。
図2収 益費用アプローチの認識 プPセス
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Vわ が国における 「発生原則」の通説的解釈とその問題性
会 計的認 識のル ール と時点調整手続(あ るいはそれ らに よって具現 され る認
識 プμセス)だ け をみれば,収 益費用 アプ ローチは確 かに 「発生 原則 を含ま な
い発生主義会計」 として顕現 して いる。 しか し,そ の基底 には会計的認識の時
点調整思考 とい う当該 アプ ローチの特質 が潜在 して器 り,こ の特質が会計的認
識の規範 として の役割 を担.っているのであ る。本 稿では,か か る特質 を 「発生
原則」 とみ なした うえで,収 益費用 アプ ローチの認識 プ ロセス を明らか に した。
さて,こ こで再 び強調 してお きたいのは,会 計的認識の規範 である 「発生原
則」 と,会 計的認識 のルールであ る 「実現」 お よび 「対応」が,認 識 プ ロセス
へ の作用 レベルを異にす る概 念であ る とい うこ とで ある。事実,「 発生原則」
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の作用 レベ ルを 「実現」 お よび 「対応」 のそれ と区別す るこ とは,会 計理論 の
整合的展開 を計 るうえで重要 な意 義 を有 してい る。 そこで,本 稿 を とじるにあ
た って,こ の区別 が きわめて曖昧 なわが国 の通説的発生主義会計 に 目を転 じ.
そ の曖昧性 のゆえにいかな る理論 的混乱が生 じているかを概観 し,当 該 区別の
重要性 に関す る理解 を さらに深め てお きたい と思 う。
ロ サ
わが 国においては,「発生原 則」 が 「損 益計上原則の基本」2の(傍点引用者)
として無媒 介的 に措 定 されてい ることか ら,当 の 「発生」 を何 に もとついて認
識 す るか(い いか えると 「発生原則」 の操作性 をいかに して確保 す るか)と い
う問題 が,会 計 的認 識の根幹 にかかわ るあ らたな問題 として不 可避 的に生 じる
ことにな る。周 知の よ うに,か か る 「発生」 の認識根拠 とされ てい るのは基本
的 には 「価値発 生 ・価値 費消事実 の発生」 であ るが,「 損 益計上 原則の基本」
としての包 括性 を 「発生 原則」 において確保 す るべ く,当 該認識根拠 をさらに,
「価値 発生 ・価 値費消原因事実 の発生」 にまで拡 張す るのが,こ ん にちの通説
的 解釈 となってい る。 ところが,「 価値増 加 ・価値減 少の原因は究極的 には企
業 の設 立 自体 になって しま」a6)うた めに,認 識根拠 の こうした 拡張解釈は 「発
生 原則」 の拡散化 を もた らす と同時に,「 発生の意味 をめ ぐる定 め が た い 議
論 」27〕を不 断に 生みだす 大 きな原 因 ともな ワて きたので ある。 しか も 収益認
識 にた いす る 「実現原 則」 の原 則的適 用に よって.拡 散 した 「発生原則」 の適
用は もっぱ ら費用認識 に集 中 し,こ の ことが保守主義の不健全 な発 現 を 先 導
(あるいは援護)す る理論 的枠組 として機 能 して きた ことを見逃す ことがで き
ない。長期 にわた る引当金会 計の混乱はその顕著 な事例 とい えるであろ う28)。
収益費用 アプ ローチにおいては,既 述の よ うに,「 非現金的 な資源 および権
25)新井,前 掲書,1990年,157ページ。
26)中 田,前 掲論文,17ペー ジ。
27)井原,前 掲論文,50ペー ジ。
28)わ が国 の引当金会 計における 「発 生原則」 の問題性につい ては,太 田正博 「引 当金会計 の研究
(1)一接 近方法 と製 品保証引当金一 」 『福 岡大学商学論叢』第28巻第3号,1984年1月,77ペ
ージ以下}松 本敏史 「二 つの期 間損益観 と引当金」『企 業会計』第39巻第10号,1987年10月,113
ページ以 下を,参 照 されたい。
FASB1976年討議資料の収益費用アブF一.チに関する検討(395)15
利 を貨幣 〔または貨幣 同等物〕 に変 換す るプロセス」 である 「実現」 をつ うじ
て、 利益測定上 の 「独立変数」 であ る収益が まず認識 され,し か るの ちに,当
該収益 との 「対応」 をつ うじて,そ の 「従属変数」で あ る費用が認識 され る。
規範 としての 「発生原 則」 はかか る認識 プ ロセス に直接的 な作用 をお よぼ さな
いので,以 上 にみ るような会 計理論 の混乱(と りわ け 「発生 の意味 をめ ぐる定
めがたい議論」)は,本 来的 に生 じる ことがないのであ る29)。
29)し かし,こ の ことは,ア メ リカの通説的発 生主義会計 としての収益費用 アプローチ の無批判的
な理 想化 を是認す るものではない。 とい うのは,前 掲別 稿で明 らかに した ように,収 益費用 アプ
ロー チにおいて も,「対応」概念 および 「非 歪曲性」概念 をめ ぐって会 計理論の錯綜的展開が み
られ るからで ある。FASB討議資料 において,収 益費用 アプローチの代替的会計観 として資産 負
債ア プ ローチが提示 され たのは,か かる事情 と深 く関連 してい る。
